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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、慢性疼痛患者に対する疼痛の症状維持モデルに基づく認知行動療法プログ
ラムを開発し、その治療効果を主観的評価と脳機能の両観点から明らかにすることであった。本研究結果から、開発し
た認知行動療法プログラムは、先行研究で報告される従来の治療プログラムと比較しても、主観的評価において一定の
短期的、長期的改善効果を有し、臨床的有用性を備えていると考えられた。また、主観的評価で同一の改善を示してい
る場合でも、脳機能の活動変化としては、方向性の異なる生理学的変化が生じる可能性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to develop cognitive behavior therapy program based 
on pain chronicity model with chronic pain patients and to reveal the effect of both the subjective 
evaluations and brain functions after the program. In this study, our program has full effect on 
self-rating scale including clinical symptoms and psychological aspects compared to existing one. Also, 
there might be a possibility changes in brain function that didn’t necessarily coincide with the 
improvement of subjective estimate.

研究分野：臨床心理学
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１．研究開始当初の背景 
 慢性疼痛は有病率が高く，海外で 17.1～
20.5％（Ohayon & Achatzberg, 2003），本邦
でも約 22.9％（松平他，2009）であり，医療
現場では大きな問題とされる身体疾患であ
る。また，慢性疼痛は，患者をはじめ，その
家庭，学校や職場，社会に与える影響は甚大
で，医療経済的な損失が 1年間で 8兆円にも
達すると推測されており，重大な経済的コス
トの原因となっている（花岡，2006）。その
ため，慢性疼痛患者の痛みや生活障害の改善
は，本邦含め世界的に重要なテーマとなって
いる。 
 慢性疼痛患者の約 85％は原因不明であり，
器質的要因と比較し，心理社会的要因の占め
る割合が大きい（中井，1996）。従って，慢
性疼痛に対する治療では，身体的治療や薬物
療法に加えて，心身医学的治療が不可欠であ
る。慢性疼痛に対する心身医学的治療では，
認 知 行 動 療 法 （ Cognitive Behavior 
Therapy：以下，CBT）が疼痛症状や生活障害
など，疼痛患者のさまざまな問題に対して効
果的であると示されている（Raine, 2002）。
実際，慢性疼痛に対する学際的治療のレビュ
ーによると，すべての研究で CBT の要素が含
まれており（Scascighini et al., 2008），
CBT は慢性疼痛に対する治療法の中で中心的
な役割を果たしている。近年，疼痛の症状維
持モデルが提唱され，そのモデルでは，認知
行動的要因である痛みに対する破局的思考
（痛み刺激や経験を否定的に捉える傾向）と
いう認知と痛みに対する恐怖（痛みによって
身体活動が障害を引き起こすということに
対する恐れ）という感情が，疼痛患者の生活
障害に影響を及ぼし，疼痛症状が維持すると
説明されている（Cook et al., 2006; Figure 
1）。 
海外では，慢性疼痛患者に対して，この症
状維持モデルに基づく CBT を実施し，効果が
実証され（Adams et al., 2005），標準的治
療になってきている。一方，本邦では，慢性
疼痛に対する CBT について，いまだ確立した
ものはなく，今後の治療選択肢の 1つとして
臨床導入が望まれている（吉野他，2012）段
階にとどまっており，症状維持モデルに基づ
く CBT の効果研究も皆無である。 
また，慢性疼痛に対する CBT は，一定の効
果はあるが，限界点も指摘されている。実際，
これまで海外で実施されているCBTの効果研
究では，いずれも質問紙法による患者の主観
的評価のみに基づいており，治療後の疼痛認
知に関して，脳機能レベルにおける客観的な
改善の有無までは検討されていない。 
 
 
 
 
 
 
 

２．研究の目的 
 本研究の目的は，慢性疼痛患者に対する疼
痛の症状維持モデルに基づくCBTプログラム
を開発し，その治療効果を主観的評価と脳機
能の両観点から明らかにすることであった。
また，治療効果は，プログラム後の短期的効
果と長期的効果を検討した。 
 
３．研究の方法 
（１）治療プログラムの開発 
 具体的な手続きとしては，研究代表者が協
力者として作成したマニュアル（『新・職場
の腰痛対策マニュアル』（独立行政法人 労
働者健康福祉機構）），および海外において慢
性疼痛患者を対象とした心身医学的治療プ
ログラム（例えば，Kerns et al., 2011; Otis, 
2007; Woods et al., 2008）をもとにプログ
ラムの内容を策定した。また，疼痛の維持や
治療に関する研究と臨床の学術会議（例えば，
運動器疼痛学会，慢性疼痛学会，認知療法学
会）に参加し，効果的なプログラム内容の精
緻化，および運用方法の検討のために情報収
集を行った。 
開発したプログラムは，腰痛の関連要因と
維持メカニズムに関する疾患教育，セルフモ
ニタリング，リラクセーション法（漸進的筋
弛緩法），腰痛を軽くする考えや行動のポイ
ントの習得と思考の柔軟化を目指した認知
的再体制化，腰痛を強めている感情と行動へ
の対処の習得を目指したエクスポージャー，
ストレスマネジメント，アサーティブネスト
レーニング，アンガーマネジメントなどであ
った。 
 
（２）治療プログラムの中核セッションにお
ける臨床有用性の検討 
 （１）にて開発した疼痛の症状維持モデル
に基づく認知行動療法プログラムの中核セ
ッション（心理教育，リラクセーション，認
知的再体制化，activity pacing，エクスポ
ージャー）が実際の対象者に，理解され，モ
チベーションが維持されるものであるか，ま
た症状維持要因の改善が認められるかなど
の臨床的有用性を検証するために，治療プロ
グラムを実施した。 
対象者 
成人の慢性疼痛患者 15 名 
調査材料 
・腰痛問診票 
 過去 1か月間の頻度 
疼痛の程度 
痛みに対するコントロール感 
・身体機能 
 視床間距離（FFD），握力 
・PCS 日本語版（松岡・坂野，2007） 
 痛みに対する破局的思考を測定する尺
度であり，13 項目 5件法からなる。 
・PASS-20 日本語版（松岡・坂野，2008） 
 痛みに対する恐怖を測定する尺度であ
り，20 項目 6 件法からなる。本研究では，

 

Figure 1 慢性疼痛の症状維持モデル （Cook et al., 2006; 本谷他，2009）
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下位尺度の「逃避・回避行動」を用いた。 
・PDAS 日本語版（有村他，1997） 
  疼痛による生活支障度を測定する尺度
であり，20項目 4件法からなる。 
手続き 
研究参加の同意が得られた者に対して，隔
週 1 回，合計 5 回のプログラムを実施した。
なお，プログラム前後で質問紙調査を行った。 
 
（３）治療プログラムの効果検証 
 （１）で開発し，（２）で臨床的有用性を
確認した治療プログラムのフルパッケージ
を慢性疼痛患者に実施し，効果を検証した。 
対象者 
成人の慢性疼痛患者 6名 
調査材料 
・腰痛問診票 
  過去 1か月間の頻度 
疼痛の程度 
・PCS 日本語版（松岡・坂野，2007） 
 痛みに対する破局的思考を測定する尺
度であり，13 項目 5件法からなる。 
・TSK 日本語版（松平他，2013） 
  痛みに対する恐怖回避を測定する尺度
であり，17項目 4件法からなる。 
・PDAS 日本語版（有村他，1997） 
  疼痛による生活支障度を測定する尺度
であり，20項目 4件法からなる。 
・NIRS 
  前頭部の脳血流量を測定するために，
NIRS で測定される oxy-Hb（酸素化ヘモグ
ロビン）と deoxy-Hb（脱酸素化ヘモグロビ
ン）を用いた。なお，本研究では，52 チャ
ンネル ETG-4000（日立メディコ製）を用い，
課題（言語性流暢課題）施行時の oxy-Hb
濃度変化（ΔO）と deoxy-Hb 濃度変化（Δ
D）を測定した。NIRS 測定プローブは，3
×11 に配置したプローブが左右対称で最
下列を国際 10-20 法の T3-Fpz-T4 ラインに
一致するよう設置した。 
手続き 
研究参加の同意が得られた者に対して，隔
週 1 回，合計 10 回の治療プログラムを実施
した。なお，プログラム前後，プログラム終
了 6 か月後時点（フォローアップ 1: FU1），
プログラム終了 1年後時点（フォローアップ
2: FU2）で質問紙調査と脳機能の測定を行っ
た。 
 
４．研究成果 
（１）治療プログラムの開発 
 プログラム各回の中心テーマは，第 1回～
第 3回が，教育セッション（心理教育，セル
フモニタリング（腰痛日記），リラクセーシ
ョン（漸進的筋弛緩法）），第 4回から第 8回
は，痛みに対する認知や感情の修正に焦点を
あてたセッション（認知的再体制化，
activity pacing，エクスポージャー），第 9
回，第 10 回は，再発予防セッション（スト
レスマネジメント，アサーティブネストレー

ニング，アンガーマネジメント）であった。
プログラムは，隔週 1回（60 分／1セッショ
ン），合計 10回からなり，各回の内容に沿っ
たパンフレットを作成した。 
 
（２）治療プログラムの中核セッションにお
ける臨床的有用性 
 回答に不備がなくプログラムに継続参加
した7名が分析対象となった。7名中5名で，
疼痛の程度，握力，および痛みに対するコン
トロール感が改善した。また，6 名は，FFD，
PCS，PASS-20，および PDAS の得点がそれぞ
れ改善した。効果サイズを算出すると，疼痛
の程度と痛みに対するコントロール感は，
0.56，0.55 と「中程度」であったが，握力，
FFD，PDAS は，0.21，0.31，0.28 と「小さい」
結果であった。PCS と PASS-20 は，それぞれ
1.12と1.64で「大きい」結果であった（Figure 
2～4）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Figure 2. PCS 得点の変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Figure 3. PASS-20 得点の変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Figure 4. PDAS 得点の変化 
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（３）治療プログラムの効果検証 
 プログラム前の主観的評価としては，6 名
全員が疼痛症状の強さ，痛みに対する認知・
行動変数，および生活障害の悪化を認めた。
また，脳機能では，前頭部の脳血流量におい
て健常パターンを示した対象者はおらず，6
名全員で脳機能の活動レベルの低下や異常
がみられた。 
 治療プログラムに参加し，正規の治療プロ
グラムを終了したのは 3名であった。治療プ
ログラム後の短期的効果について，PCS は 3
名とも減少した。PASS-20 と PDAS に関しても
3 名とも改善したが，効果の大きさには個人
差があり，健常水準まで変化した者とその水
準に至らなかった者に分かれた。疼痛症状で
は，頻度は 1名を除いて大きな改善が認めら
れなかった。一方，前頭部脳血流量では，課
題反応性が亢進し，3 名とも脳機能の改善を
示す結果が得られた。また，上述した主観的
評価の改善と脳機能の変化は，関連している
ことが示唆された。 
 治療プログラム後の長期的効果について，
治療プログラム終了1年後までのフォローア
ップが完了した対象者は 2名であった。主観
的評価の疼痛強度，PCS，PASS-20，PDAS は，
2 名ともプログラム前後での改善が，FU1 と
FU2 でも維持されていた。一方，脳機能は，
脳酸素交換量について，1 名はプログラム前
と比べて FU1 と FU2 で有意に増加したが，も
う 1名は，プログラム前に比べて FU2 で有意
に減少した。つまり，前者は，プログラムを
通して，血管内の脱酸素化反応が亢進したこ
とを意味し，逆に後者は，脱酸素化反応が抑
制したことを意味する結果が得られた。また，
脳機能はプログラム終了一定期間後に観察
されることが示唆された。 
 
（４）総合考察 
 本研究結果から，開発した慢性疼痛患者に
対する疼痛の症状維持モデルに基づく認知
行動療法プログラムは，先行研究で報告され
る従来の治療プログラムと比較して，主観的
評価における臨床的効果が高く，有用である
と考えられた。また，主観的評価で同一の改
善を示していても，脳機能の活動変化として
は方向性の異なる生理学的変化が生じる可
能性が示唆された。生理学的変化の差異が示
す臨床的意味，および関連要因の解明は今後
の課題である。 
 慢性疼痛患者の脳機能に関する先行研究
では，前頭前野の広範囲での血流低下や委縮
（野尻他，2011）や疼痛関連部位の血流低下
（Honda et al., 2007）が指摘され，前頭前
野の機能低下が慢性疼痛患者の意思決定能
力の低下を引き起こしている可能性が示唆
されている（例えば，Apkarian et al., 2004; 
Giesecke et al., 2004）。そして，こうした
現象は，慢性疼痛の脳内におけるドーパミン
システムの機能が低下し，中枢性痛覚抑制機
構が十分に働いていないことも示唆されて

いる。そのため，将来的には，前頭部の脳血
流変化にとどまらず，前頭部の部位ごとの脳
血流変化を調べ，疼痛認知の異常，および治
療に伴う改善を明らかにすることで，慢性疼
痛患者に対する治療プログラムの適否や有
益なテーラーメード化が可能になると考え
られる。 
 なお，脳機能の測定方法について，他の方
法も検討されたが，対象者への侵襲性，検査
実施時の身体的負担感，および実施環境の融
通さなどの倫理的問題や研究環境を考慮し，
本研究では，NIRS を採用することとした。ま
た，NIRS の解析方法として，当初は前頭部脳
血流量の中でも，福田他（2011）を参考に，
課題区間中の oxy-Hb 変化量の積分値（反応
量），課題区間から課題終了後の区間におけ
る oxy-Hb 増加量の時間軸上の中心位置（重
心値），および課題開始直後の反応速度（初
期賦活）にて検討する予定であった。しかし，
研究進展にあたり，脳酸素交換マッピング
（COE）（加藤，2006）に基づく解析の有用性
に至ったため，治療プログラムの長期的効果
の検証では COE にて実施した。COE では，脳
組織の単位あたりに含まれる脳血流量の変
化量（ΔCBV）と脳酸素交換量（ΔCOE）を算
出して解析するが，症状変化に伴う標準的な
ΔCBV とΔCOE は明らかになっていない。そ
のため，治療プログラム前後における脳機能
の改善を考察するためには，今後，症状変化
に伴う上記指標の観測も必要と考えられる。 
 また，慢性疼痛患者の治療プログラムにお
いては，長期に及ぶ場合，内容に柔軟性を取
り入れることが治療プログラム遂行に不可
欠であると考えられる。 
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